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要 約
本稿の目的は保険者データを用いて介護保険の実態について検討を行うことである。従

来の介護保険の分析は都道府県単位に集約されたデータを用いて行われており，市町村単

位の保険者データに基づく分析がきわめて少ない点を補うことをねらいとしている。そこ

で本稿では，高齢者１人当たり介護給付費（とくに居宅給付費）が全国でも高いことで知

られる青森県下の保険者を対象に，次の３つの課題を取り上げ，検討を行った。

第１の課題は，同一県内における地域差の実態の把握である。現在，医療保険分野では

都道府県を単位とする再編が進められようとしている。介護保険においても「保険」とし

て運営が困難な小規模の保険者が多数存在しており，保険規模の拡大が必要とされている。

規模拡大を図るとき，どのような規模が望ましいかは大きな問題である。そこで本稿では，

医療・介護の基盤整備の単位とされる２次保健医療圏ごとの地域差もあわせて検討した。

その結果，全県を一括したときの保険者間の格差とともに，２次保健医療圏間にも大きな

地域差が存在することが示された。介護保険の保険者を集約化するときには，現段階では

全県を一まとめにするよりも，まず２次保健医療圏を単位として「保険」を設定し，保険

者間の格差を縮小しながら，さらなる規模の拡大と保険者機能の強化を図ることが望まし

い。

第２の課題は，居宅サービスと施設との関係の検討である。すなわち，都道府県データ

の分析によって，施設整備の抑制が「満たされない需要」を生み，それがグループホーム

や介護付き有料老人ホームなどの「民間の施設」に入居して居宅サービスを利用すること

を促進していること，また，他方で，介護施設の多い地域では，介護施設が付随的に提供

する通所系サービスに対する需要を誘発していることが明らかにされているが，こうした

現象が保険者データによっても確認できるのかを分析した。

検討の結果，第１の関係については，保険者の区域内の施設定員と施設利用者数とが一

致しないという，保険者単位で分析を行う場合の固有の問題があり，明確な結果を得るこ

とができなかった。次に，通所系サービスと施設との関係については，通所介護と通所リ

ハビリの１人当り給付水準が施設の供給とどのような関係にあるか回帰分析を行った。結

果は，通所介護，通所リハビリのいずれの給付額に対して，施設数の回帰係数は正の符号

を取るとともに，認定率とともに有意であった。

保険者データの分析により，青森県の１人当たり施設給付は全国平均をやや上回る程度

であるけれども，施設の中でとくに老人保健施設が多いことが通所系居宅サービスを増加
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Ⅰ．はじめに

本稿の目的は，保険者データを用いて介護保

険の実態について検討することである。これま

で介護保険の定量的分析は都道府県単位に集約

されたデータを用いて行われることがほとんど

で，市町村単位の保険者データに基づく分析は，

上村（２００３），前田（２００２），池田（２００４）のほ

かには，ほとんどなされていない。これは，市

町村単位では人口規模や人口構造をはじめ経済

社会構造が大きく異なる保険者が含まれるため

に，統計的に有意な分析結果を得ることが難し

いことによる。一方，都道府県データでは個々

の保険者のもつ情報の多くが失われてしまうと

いう問題もある。そこで本稿では，青森県内６７

の保険者データを用いて，次の３つの課題を検

討する。

第１の課題は，気候風土の似ている同一県内

において，要介護の認定率，介護サービスの給

付水準や内容などについてどの程度の地域差が

存在するのか，県内の地域差の実態の把握であ

る。現在，医療保険では国民健康保険や政管健

保を将来的に都道府県単位へ集約することが検

討されている。また，介護保険おいても，広域

連合の結成や市町村合併により保険者の統合も

進んでいるが，統合前の地域差の現状を把握し

ておくことは，保険者の適切な規模を考える上

で必要であろう。

第２の課題は，居宅サービスと施設との関係

の検討である。都道府県データの分析によって，

施設整備が抑制されていることによって生まれ

た「満たされない需要」が，要介護者がグルー

プホームや介護付き有料老人ホームなどの「民

間の施設」に入居して居宅サービスを利用する

ことを促進していることが明らかにされてい

る１）。その一方で，介護施設が多い地域では，

介護施設が付随的に提供する通所系サービスに

対する需要が誘発されている２）。こうした現象

が保険者データによっても確認できるのかを検

討することが第２の課題である。

させ，介護給付全体を押し上げているということがいえる。

第３の課題は，高齢者医療費と介護費用との関係の検討である。介護保険導入の大きな

目的のひとつである社会的入院の是正であるが，都道府県データによる分析では高齢者医

療費（とくに入院診療費）と介護給付（とくに施設サービス）は正の相関を示している。

本稿では，老人保健の１人当たり入院診療費を第１号被保険者１人当たり施設給付額ある

いは第１号被保険者に占める介護施設利用者の比率（施設受益率）で説明する回帰分析を

行った。いずれの説明変数でも係数はマイナスの符号で有意であるという結果を得た。ま

た，説明変数に医師数を加えても，これらの説明変数の回帰係数は依然として有意であり，

決定係数は改善される。したがって，介護施設給付と高齢者の入院診療費には代替関係が

あることが示された。

本稿で得られた結果の多くは，都道府県データによる分析結果に一致している。ただし，

それらも青森県の保険者に対するものであって，これが全国的に成立するかどうかは分析

対象を拡大して検討する必要がある。とくに，高齢者医療と介護との関係については，都

道府県データによる分析とは異なる結果が得られたことは注意に値すると思われる。高齢

者医療費と介護給付費との関係の分析は重要な課題であり，分析対象の拡大と背後にある

要因の分析など分析の精緻化を進める必要がある。
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第３の課題は，高齢者医療費と介護費用との

関係の検討である。介護保険導入の大きな目的

のひとつは社会的入院の是正であったが，これ

が順調に進めば高齢者医療費が減少し，介護サ

ービスの利用が高まることになる。反面，病院

に入院して老人保健を利用する高齢者が多い結

果として１人当たり介護費用が小さくなること

もある。低い介護サービスのしわ寄せが高齢者

医療費に及んでいるかもしれない。いずれにせ

よ，高齢者の場合，医療と介護を同時に見る必

要があることはしばしば指摘されている。高齢

者医療費（とくに入院診療費）と介護費用（と

くに施設サービス）の関係については，都道府

県データでは正の相関があることが示されてい

るが，保険者データによってこれを検討する。

本稿で対象とする青森県は，高齢者１人当た

り給付水準が全国でも高位にあり，また厳しい

財政状況にある保険者が多いことで知られてい

る。われわれは田近・油井（２００５），田近・油

井・菊池（２００５）において，なぜ多くの保険者

が財政困難に陥ったのか，また保険者の財政規

律は維持されているのかなどについて検討を行

った。本稿は，これらの分析を補完するもので

ある。

以下，第Ⅱ節では都道府県レベルで保険者を

集計したデータによって，青森県の介護保険の

全体的な特徴を見たのち，第Ⅲ節で保険者デー

タを用いて県内の地域差の実態を検討する。こ

こでは医療や福祉の基盤整備の単位となってい

る２次保健医療圏ごとに保険者を集計して，地

域的な特徴の有無を調べる。第Ⅳ節では，第２

の課題である居宅サービスと施設の関係を検討

し，第Ⅴ節で高齢者医療と介護との関係を考え

る。第Ⅵ節で，本稿の分析を要約する。

Ⅱ．青森県の介護保険：全国との比較

はじめに青森県下の介護保険と高齢者医療の

全体的な特徴を示す。表１は，介護保険につい

ては２００４年１０月時点で，また高齢者医療は老人

保健の１人当たり診療費をについて，都道府県

単位で青森県を全国と比較したものである。こ

れから次の７点を指摘できる３）。

①介護サービス総額，とりわけ居宅サービス

の給付水準が高い。第１号被保険者に占める要

介護認定者の比率（以下，認定率）が１７．６％で

全国第１２位の高水準であると同時に，認定者に

占める居宅サービス受給者の比率（以下，受給

率）は６７．３％で，全国１位の高さを示している。

他方，施設サービスは，ほぼ全国平均並みであ

る。この結果，青森県ではこの時点ですでに居

宅サービスが施設サービスを上回っている４）。

②居宅サービスの中で，第１号被保険者１人

１）田近・菊池（２００３）参照。
２）田近・油井（２００３b）は沖縄県で１人当たり介護給付が高い背景にこうした事実があることを指摘してい
る。

３）以下では，２００４年１０月末日現在もしくは１０月のサービス受給額をもとに比較する。第１号被保険者数，認
定者数，居宅サービス，施設サービスの受給額および受給者数は， 厚生労働省『介護保険事業状況報告（暫
定版） 』平成１６年１０月分，１２月分による。また，居宅サービスおよび施設サービスの内訳については，国
民健康保険中央会国民健康保険中央会『保険給付の状況』（平成１６年１０月サービス提供分）による。また１
人当り高齢者医療費は老人保健による医療の給付の１人当り費用額（国民健康保険中央会『国民健康保険の
実態』平成１５年度版）による。

４）２００３年度で居宅サービス給付額が給付総額に占める比率は４８％になり，居宅サービスと施設サービスの給
付額は，ほぼ拮抗した。
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当たりでみて訪問系サービスが全国平均に比べ

若干低いのに対して，通所介護は全国第３位，

通所リハビリは全国第８位と通所系サービスの

給付額が高い。

③その他単品サービスと言われるものの中で，

認知症（痴呆）対応型共同生活介護いわゆるグ

ループホームが全国第２位と高い。一方，特定

施設入所者生活介護（介護つき有料老人ホーム）

は全国平均に比べはるかに低い。

④施設サービス全体の１人当たり給付額はほ

ぼ全国並みであるが，介護３施設の中で，介護

療養型医療施設（以下，療養型施設と略す。）

が全国でも第３４位とかなり低いのに対し，介護

老人福祉施設（以下，老人福祉施設と略す。）

と介護老人保健施設（以下，老人保健施設と略

す。）は全国平均を上回り，とくに老人保健施

表１ 青森県の介護保険・高齢者医療費

単位 円，％

青森県
（順位）

全国平均

高齢者１人当たり受給額 ２２，１９３ ７ １９，０４５

高齢者１人当たり居宅受給額 １１，５６４ １ ９，３５０

高齢者１人当たり施設受給額 １０，６２９ ２２ １０，４０５

認定率（％） １７．６ １２ １５．７

認定者に対する居宅受給者比率（％） ６７．３ １ ６０．６

受給者１人当たり居宅受給額 ９７，４４６ ２２ ９８，１０２

認定者に対する施設受給者比率（％） １９．２ ２８ ２０．５

受給者１人当たり施設受給額 ３１３，３５６ ２６ ３１８，０６８

サービス内訳（高齢者１人当たり）

訪問介護 １，７４２ ２４ １，８５３

通所介護 ２，９８３ ３ ２，２９３

通所リハビリ １，７４４ ８ １，０６２

認知症対応型共同生活介護 ２，１５３ ２ ７０７

特定施設入所者生活介護 ９４ ３３ ２６９

施設サービス １０，６２７ ２２ ９，７０５

介護老人福祉施設 ４，６０３ ２１ ４，２３９

介護老人保健施設 ４，５５２ ６ ３，３０２

介護療養型医療施設 １，４７２ ３５ ２，１６３

第１期保険料 ３，２５６ ３ ２，９１１

第２期保険料 ４，０２９ ３ ３，２９３

１人当り高齢者医療費（入院） ２９８，１２０ ３２ ３２１，４１９

１人当り高齢者医療費（入院外） ２３４，４２７ ３７ ２６１，９２４

１人当り高齢者医療費（診療費） ５５２，１３３ ３７ ７４０，３６７

注）介護関係は平成１６年１０月現在，また高齢者医療費は平成１５年度
の数値である。

出所）高齢者１人当り受給額から受給者１人当り施設受給額までは
厚生労働省「介護保険事業報告」（暫定版）平成１６年１０月分，１２
月分による。サービス内訳は，国民健康保険中央会「介護保険給
付費の状況」平成１６年１０月分による。保険料は，青森県「介護保
険事業報告」平成１５年度による。１人当り高齢者医療費は老人保
健による医療の給付の１人当り費用額（国民健康保険中央会『国
民健康保険の実態』平成１５年度版）による。
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設は全国でも第６位の高さにある。

⑤第１号保険料は全国平均に比べかなり高く，

さらに全国平均との差は２０００～２００２年度の第１

事業運営期間（以下，第１期と略す。）から２００３

～２００５年度の第２事業運営期間（以下，第２期

と略す。）で拡大した。

⑥一方，高齢者医療費は，老人保健の１人あ

たり診療費で見ると，入院医療費，入院外医療

費いずれも青森県は全国平均に比べ１割程度低

く，全国でも低位にあることがわかる５）。

また，ここには示されていないが，青森県は，

介護保険財政が厳しい状況にある保険者が多い

ことでも知られている。

以上のように，青森県の介護保険は全国と比

較すると，居宅サービスを中心に給付水準が高

く，高齢者医療費は低い。こうした特徴が県内

保険者に共通するものであるのか，あるいは地

域的な特性，偏りが存在するのかを次に検討す

る。

Ⅲ．県内地域差の実態：２次保健医療圏別・規模別分析

青森県には介護保険発足時には８市３４町２５村

の６７市町村すなわち６７の介護保険の保険者があ

った６）。保険者の規模を第１号被保険者数でみ

れば，もっとも大きな青森市は約５．５万人，も

っとも小さな西目屋村は約６００人で，１，０００人に

満たない保険者は９村あり，規模については大

きな格差がある。

そこでここでは，現在，医療保険で保険者を

都道府県単位に集約する方向で検討が進められ

ていることを念頭に，まず医療や福祉の基盤整

備の基礎として用いられている２次保健医療圏

ごとに保険者を集計して，圏域ごとにどのよう

な地域性が存在するか確認する。表２に示すよ

うに，青森県には６つの２次保健医療圏が設定

されており，これは老人保健福祉圏域に対応し

ている。人口規模では青森圏域，津軽圏域，八

戸圏域が３０万人から３５万人でほぼ同じ大きさで，

次いで西北五圏域，上十三圏域がおよそその半

分，下北圏域がさらにその半分となる。人口密

度も，また第１号被保険者数で見ても，同様な

圏域の相対的関係が見られる。そこで，県下全

保険者を第１号被保険者数で２０００人を境に２つ

のグループに分け，規模別の特徴も見ておく。

老人保健の対象者数では，おおむね１０００人前後

が境界に当る。それぞれの保険者数は，第１号

被保険者数２０００人以下のものが２８，２０００人超の

ものが３９である。

図１と表３は，各圏域の第１号被保険者あた

りの介護サービス給付額や，高齢者医療費の県

平均値に対する比率を示したものである。これ

らから，各圏域間でサービス利用や認定率など

に大きな差異が存在することがわかる７）。

たとえば，①八戸圏域と西北五圏域はともに

給付額は県平均を上回るが，八戸圏域では居宅

給付が大きいのに対し，西北五圏域では施設給

付が大きい。②津軽圏域は認定率が最も高いけ

れども，１人当たり給付額では総額，居宅，施

設いずれもほぼ県平均に等しい。③下北圏域と

青森圏域は，ともに給付水準（総額，居宅，施

設のいずれも）が県平均に比べかなり低いのが

５）老人保健の対象年齢は２００２年１０月から段階的に引上げられ７５歳となるが，２００３年は１０月までは７１歳以上，１０
月以降は７２歳以上である。

６）平成の大合併後には９市２７町１０村の４６市町村となるが，以下では，合併以前の保険者（市町村）を対象に
分析する。

７）なお，全保険者あるいは圏域ごとの平均は，各保険者の１人当たり給付額や認定率等の単純平均であり，
第１号被保険者数で加重していない。
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特徴である。介護サービスの利用が低調で，ま

た認定率も低い。一方，④上十三圏域は１人当

たり給付総額が最も高く，また居宅，施設いず

れのサービスも県平均を上回っているが，施設

の受給率では西北五圏域に次いで高い。

他方，高齢者医療費については，次の通りで

ある。

⑤入院診療費については，津軽圏域，青森圏

域で高く，下北圏域，西北五圏域で低い。これ

は施設の受給率の地域差パターンと逆になって

おり，介護の施設サービスと高齢者の入院医療

費が代替関係にあることをうかがわせる。

⑥入院外診療費は，入院診療費と逆のパター

ンになっているが，診療費全体ではおよそ入院

診療費と同じ順になっており，圏域間格差は縮

小している。

表３には，圏域別とともに規模別に各項目の

平均値と変動係数を示している。これから，各

表２ 青森県の２次保健医療圏

圏域 構成市町村 人口
人口密度
（人／km２）

第１号被
保険者数

備考

１青森圏域 青森市を中心とする陸奥湾沿いの７市町村 ３２８，６７０ ２．４４ ６３，５９５ ２村

２津軽圏域 弘前市，黒石市を中心とする県西南部内陸の１４市町村 ３４７，２１０ ２．００ ７８，０１２ １村

３八戸圏域 八戸市を中心とする県南部の１３市町村 ３５９，８９４ ２．６７ ６９，４６０ １村

４西北五圏域 五所川原市を中心とする県西北部の１４市町村 １６３，２１６ ０．９３ ４０，９９２ １村

５下北圏域 むつ市を中心とする下北半島の８市町村 ８９，４６６ ０．６３ １８，８７７ ３村

６上十三圏域 十和田市，三沢市を中心とする県中部から東部の１１市町村 １９８，９９５ １．２１ ４０，８９２ なし

出所）青森県資料。
注１）平成１５年３月３１日現在。備考欄には第１号被保険者数が１，０００人未満の村の数を示した。
注２）２次保健医療圏と老人保健福祉圏域と一致している。

図１ ２次保健医療圏における地域差：２００３年度

出所）青森県資料より筆者作成。
注）全県平均に対する各圏域の比率を示す。
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項目の平均値には圏域間にかなりの格差が存在

するだけでなく，ほとんどの項目において，全

保険者をひとつにしたときの変動係数よりも，

圏域別の変動係数の方が小さくなっており，圏

域ごとに集約したほうが保険者の同質性が高ま

ることがわかる。ただ，青森圏域の居宅給付の

ように，平均値は低いけれども変動係数が著し

く高いケースもある。また，高齢者医療費の方

が介護給付よりも変動係数が小さい。

一方，規模別に見ると，介護関係ではどちら

の規模の平均値が高いかは一概に言えないが，

変動係数は受給者１人当たり居宅給付額を除い

２次保健医療圏

１青森圏域
２２３，３５５ ８７，６４２ １３５，７１２ １６．７ ５３．５ ９６８，０８１ ２４．４３，４１４，６７７ ３１７，１０４ ２４４，９５４ ５７８，３９４

１２．７ ２７．０ １３．０ １４．７ １０．５ １６．０ ２１．６ ６．９ １２．２ １６．３ ９．６

２津軽圏域
２４５，３１８ １１１，６３０ １３３，６８８ １９．１ ６１．１ ９６３，２４６ １９．７３，６１７，５１７ ３３６，３０２ ２３２，９１６ ５８４，５０５

１１．０ １５．５ １４．１ １５．４ ９．３ １１．０ １８．１ ５．１ １９．２ ９．１ １０．０

３八戸圏域
２６６，０９６ １３７，７６７ １２８，３２９ １７．０ ６８．６１，１８６，１３５ ２０．９３，６２３，３９３ ２９９，５５６ ２０１，８２１ ５１６，７２５

１４．７ １５．２ ２５．１ １２．８ ６．９ ８．４ ２２．８ ５．７ １３．５ １５．９ １０．２

４西北五圏域
２５３，３２３ ９３，２７３ １６０，０４９ １６．０ ５５．３１，０６８，９９８ ２７．４３，８０９，１２０ ２５２，８０９ ２２１，５５８ ４９１，３８３

１２．２ ２４．９ １２．０ ２１．７ １６．３ １７．０ ２４．６ ５．４ １０．２ １３．７ ９．２

５下北圏域
２１２，５２３ ９４，７３１ １１７，７９２ １６．２ ５９．５ ９７３，０７６ ２０．６３，５６９，３７７ ２５３，８８２ ２５７，１４２ ５２３，５０２

１８．９ ２４．１ ２３．９ １１．９ ８．７ １１．４ ２３．１ ６．３ １７．０ １２．５ １２．０

６上十三圏域
２７６，８４９ １３２，３７９ １４４，４７０ １８．７ ６５．４１，０７９，４６４ ２１．５３，６１５，２８５ ２８９，７２４ ２２０，０２８ ５２５，８３４

８．０ ２０．３ １４．９ ８．７ ９．５ １３．７ １６．９ ４．７ １１．８ ８．８ ７．４

表３ 主な変数の平均値と変動係数：２次圏域別・規模別

単位 円，％

対 象

第１号被
保険者１
人当り給
付額

第１号被
保険者１
人当り居
宅給付額

第１号被
保険者１
人当り施
設給付額

認定率

認定者当
たり居宅
受給率

受給者１
人当たり
居宅給付
額

認定者当
たり施設
受給率

受給者１
人当たり
施設給付
額

１人当た
り老人保
健医療費
入院

１人当た
り老人保
健医療費
入院外

１人当た
り老人保
健医療費
診療費

全保険者
２４９，９８８ １１１，７４８ １３８，２４０ １７．４ ６１．１１，０４９，３５０ ２２．４３，６３１，３８７ ２９２，２３２ ２２６，５４４ ５３４，３４０

１４．７ ２５．８ １９．１ １６．１ １３．３ １４．８ ２４．８ ６．２ １８．０ １４．４ １１．４

規模別

第１号被保
険者２０００人
以下

２４８，４６６ １０２，１０３ １４６，３６３ １６．８ ５６．６１，０６４，０１５ ２４．９３，５９７，６４２ ２８６，４３５ ２３６，６７４ ５３８，１５７

１７．５ ２９．６ ２１．０ １７．３ １５．２ １４．５ ２６．５ ７．３ ２３．３ １３．８ １３．８

第１号被保
険者２０００人
超

２５１，０８１ １１８，６７３ １３２，４０９ １７．８ ６４．３１，０３８，８２１ ２０．６３，６５５，６１４ ２９６，３９４ ２１９，２７１ ５３１，６０１

１２．５ ２２．０ １６．２ １５．１ ９．３ １５．２ １８．６ ５．２ １３．４ １４．０ ９．４

出所）青森県資料
注１）２００３年度。
注２）上段は平均値，下段は変動係数を示す。
注３）全保険者あるいは圏域ごとの平均は，各保険者の１人当たり給付額や認定率等の単純平均であり，第１
号被保険者数で加重していない。
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て，規模の小さな保険者のほうが高くなってい

る。小規模保険者間のほうが１人当たり給付額

などのばらつきが大きい。高齢者医療について

も同様なことがいえる。とくに小規模な保険者

の場合，少数の高医療費の患者が出ると，１人

当たり医療費は大きな影響を受けるので，変動

係数は不安定である。

以上の検討から，２次保健医療圏域間にはか

なり大きな地域差が認められる。医療および介

護基盤整備が２次保健医療圏域を単位として進

められてきたことを考えれば，圏域間で地域差

が生じるのは当然ともいえるが，同一県内でも

これだけの地域差があることには注意する必要

がある。保険者を集約化するときには，現段階

では全県を一まとめにするよりも，２次保健医

療圏を単位とする方が給付と負担との対応をつ

け易いことを示唆している。２次保健医療圏単

位に保険者を広域化した上で，保険者間格差を

縮小しながら規模の拡大と保険者機能の強化を

図ることが望ましい。

Ⅳ．居宅サービスと施設

ここでは，まず保険者データに基づいて要介

護の認定率と介護サービスの利用状況の地域差

を検討した後，第２の課題である居宅サービス

と施設との関係を考察する。

（１） 保険者データによる地域差の検討

２次保健医療圏域別の認定率について，圏域

間で上下１０％の格差が存在することはすでに見

た。図２は認定率を要介護度別に分けて示した

ものである。要支援や要介護１の低要介護度の

方が要介護２以上の認定率に比べ圏域間格差が

大きいことがわかる。

こうした傾向は都道府県データにおいても見

出すことができる。われわれは，田近・油井

（２００４）において，都道府県別の認定率の地域

差がどのような要因によって説明されるかを検

討し，後期高齢化率，第１号被保険者に対する

居宅サービス事業者比率，介護３施設の第１号

被保険者に対する収容定員の比率によってかな

りの部分が説明されることを示した。とくに低

要介護度については，３変数とも有意であり，

認定率が介護サービスの供給側の条件によって

大きく影響されていることを示唆している。も

ちろん認定率が高い地域では介護サービスに対

する需要が多いために介護サービスの事業者が

増加するという面もありうるが，より重い介護

度の認定率に対しては供給側の条件の説明力が

低下することを考慮すると，介護サービス事業

者による要介護者の「掘り起こし」が影響して

いると考えられる。

そこで，青森県の保険者データを用いて，要

介護度別の認定率を被説明変数に，また介護サ

ービスの供給側の条件のほかに年齢構造や老人

１人世帯比率，平均所得水準を説明変数として

回帰分析を試みた。事業者比率や施設定員率に

ついては，小規模な保険者の場合，他市町村の

事業者のサービスを利用することも考え，２次

圏域の事業者数等を用いた。結果は表４に示さ

れているが，居宅サービス事業者比率はいずれ

の要介護度でも有意であったが，圏域施設定員

率は符号がマイナスで有意でないケースが多か

った。図２から津軽圏域で要支援，要介護１の

認定率が著しく高いので，地域ダミーを回帰式

に加えて推計すると地域ダミーの説明力が圧倒

的に大きく，他の変数は有意ではなくなる。認

定率の地域間格差には，ここで捉えられなかっ

た要因たとえば各地域での認定審査基準に差が

あり，それが影響を与えているのかもしれない。

次に，どのような介護サービスが利用されて

いるのか，サービス利用の地域差の実態を検討

する。居宅サービスについては，訪問介護，通

所介護，通所リハビリ，グループホーム（認知
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症対応型共同生活介護）およびその他に分類す

る。訪問介護は最も典型的な居宅サービスであ

り，また通所系サービスとグループホームが多

いことは，先に見たように青森県の居宅サービ

スの特徴のひとつである。他方，施設サービス

については，老人福祉施設，老人保健施設，療

養型医療施設の３施設に分ける。１人当たりサ

ービスの内訳を，２次保健医療圏域別に集約し

たものを図３に示した。また，表５にはサービ

スごとに全保険者を対象にした変動係数ととも

に，圏域ごとの変動係数を示した。

図３，表５より，各サービスの特徴をまとめ

表４ 要介護度別認定率：回帰分析の結果

回帰式 認定率 定数項 圏域居宅事業者比率 圏域施設定員率 R２

（１） 全要介護度
４．９１４
１．２１

３６．１１４
３．８９＊＊

－０．３８４
－０．４８

０．１６９

（２） 低要介護度
－２．２９９
－０．７１

２１．３０５
２．８８＊＊

０．５７１
０．８９

０．１２１

（３） 中要介護度
２．７０２
１．９５

８．５０５
２．６９＊＊

－０．２６２
－０．９５

０．０７４

（４） 高要介護度
４．５１１
３．７２＊＊

６．３０４
２．２７＊

－０．６９４
－２．８８＊＊

０．１１８

出所）青森県資料より筆者作成。
注１）居宅事業者は第１号被保険者１００人当たりの訪問通所および短期入所の事
業者数である。また施設定員率は，第１号被保険者１００人当たりの介護３施設
のベッド数である。

注２）各係数の下段は t値で，＊＊は１％水準で有意，＊は５％水準で有意なこと
を示す。また R２は自由度調整済み決定係数である。

注３）２００３年度データで，サンプル数は６７。

図２ 要介護度別認定率：２００３年度

出所）青森県資料より筆者作成。
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ると，まず，居宅サービスについては，次のと

おりである。

① 訪問介護サービスは，圏域では津軽圏域が

もっと大きいが，圏域間の差も小さい。表５

に見るように，全保険者の変動係数は４０％で，

保険者間での利用の偏りも最も小さく，普遍

的に利用されているサービスである。各圏域

内の変動係数は２０％から３０％程度で全県のそ

れよりも小さい。

② 通所介護は第１号被保険者１人当たり給付

額で１つの項目としては居宅給付の３割程度

を占め最も高い。圏域的には八戸圏域と上十

三圏域が大きく，津軽圏域が続く。全保険者

の変動係数は４５％であり，圏域内の変動係数

は３５％から５０％程度である。

③ 通所リハビリは上十三圏域，八戸圏域で多

いが，圏域間格差が最も大きく，最も少ない

下北圏域と最も多い上十三圏域では第１号被

保険者１人当たりで２４，０００円近い差がある。

全保険者の変動係数は９８％である。利用の多

い圏域では変動係数は５０％から６０％であるが，

青森圏域や下北圏域では変動係数は１４０～

１５０％で，利用が偏っている。

④ グループホームは西北五圏域で最も大きく，

最も小さい下北圏域ではその３分の一である。

しかし居宅サービスの中では，グループホー

ムの全県の変動係数は５７％で比較的小さいほ

うである。圏域内の変動係数は，下北圏域の

７９％を除けば，３０～５０％の範囲に入る。

次に，施設サービスについては，次のような

特徴がある。

① 老人福祉施設は第１号被保険者１人当たり

給付額で見ると，３施設の中でもっとも偏り

なく利用されている。圏域の中では青森圏域

の給付額が多いが，第１号被保険者数が最も

多い青森市では１人当たり老人福祉施設の給

付額は小さい。全保険者の変動係数は３６％で

あるが，圏域内の変動係数は３０～６５％である。

② 老人保健施設は．津軽圏域，八戸圏域，上

十三圏域で多く，下北圏域で小さい。全保険

者の変動係数は５２％であるが，津軽圏域では

変動係数も小さく，多くの保険者で老人保健

施設が利用されていることを示している。

③ 療養型施設は，まったく利用のない保険者

図３ 圏域別サービス別１人当たり給付額
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もあり，保険者間で利用の偏りが大きい。変

動係数も１１３％である。圏域別では，とくに

西北五圏域の利用が突出している。

以上の特徴を圏域別にまとめると，次のよう

になる。

① 青森圏域は居宅サービスが全般的に少ない

が，なかでも通所リハビリやグループホーム

の利用が少ない。他方，施設サービスでは老

人福祉施設の利用が多い一方で，老人保健施

設やとくに療養型施設の利用が少ない。

② 津軽圏域は，居宅では通所介護がやや多い

が，それ以外の居宅サービスや施設サービス

は，平均的な利用状況である。

③ 八戸圏域は居宅サービスとくに通所介護，

通所リハビリ，グループホームの利用がいず

れも多く，施設では老人保健施設の利用が多

いという特徴がある。

④ 西北五圏域では，居宅サービスが少ない中

でグループホームが最も多く利用される一方，

施設サービスはとくに療養型施設の利用が突

出している。

⑤ 下北圏域では老人福祉施設が平均をやや上

回るのを除くと居宅，施設とも給付水準が低

い。とくに通所リハビリとグループホームお

よび老人保健施設は圏域の中で最も低い。

⑥ 上十三圏域は，通所介護，通所リハビリと

ともに施設サービスでは老人保健の給付額が

多い。

このようにサービス別に見ると圏域間の差異

とともに，通所リハビリや療養型サービスには

圏域内でも利用に大きな差異がある。このよう

な保険者間の差異を踏まえ，次に施設と居宅サ

ービスとの関係を検討する。

表５ サービス別変動係数

（単位 ％）

居宅サービス 合計 訪問介護 通所介護 通所リハビリ グループホーム その他

全保険者 ２５．８ ４０．４ ４５．３ ９８．４ ５７．１ ２７．４

１：青森圏域 ２７．０ ４３．３ ４２．８ １４４．６ ５１．２ ２９．５

２：津軽圏域 １５．５ ３１．５ ４０．４ ６２．６ ４２．９ １３．４

３：八戸圏域 １５．２ ２５．１ ３９．６ ５４．３ ３２．７ １９．５

４：西北五圏域 ２４．９ ３７．４ ３３．１ ９９．８ ３７．９ ２６．２

５：下北圏域 ２４．１ ７４．３ ３１．６ １５２．２ ７８．８ ２５．６

６：上十三圏域 ２０．３ ２９．０ ５９．０ ５７．２ ３５．０ １２．３

施設サービス 合計 老人福祉 老人保健 療養型施設

全保険者 １９．１ ３６．１ ５２．４ １１３．２

１：青森圏域 １３．０ ４１．０ ６５．８ ９４．７

２：津軽圏域 １４．１ ３７．０ ２７．７ ８１．１

３：八戸圏域 ２５．１ ２４．６ ５８．５ ９７．４

４：西北五圏域 １２．１ ３７．０ ５９．６ ６０．４

５：下北圏域 ２３．９ ４３．６ ５９．９ ６４．７

６：上十三圏域 １４．９ ２４．８ ４２．３ ３９．３

出所）青森県資料より筆者作成。
注）２００３年度。
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（２） 施設と居宅サービス

施設と居宅サービスとの関係については，施

設の整備が抑制された結果，満たされない施設

需要がグループホームなどの「民間施設」利用

の居宅サービスを誘発する効果や施設が通所系

サービスを誘発する効果が指摘されている８）。

ここでは，青森県内の保険者においてもこうし

た関係が見出せるのか検討する。

まずグループホームについては，最も利用さ

れている西北五圏域では他の居宅サービスの利

用が少ない一方で，施設サービスの利用が最も

大きい。この地域は第１号被保険者に対する施

設定員率が最も高く，施設サービスに対してニ

ーズが強く，それが「民間施設」であるグルー

プホームの普及を促しているように思われる。

しかし，この関係を統計的に確認することは

出来なかった。田近・菊池（２００３）では，都道

府県データにより施設種類ごとに６５歳以上人口

１人当り施設給付費を施設定員率で線形回帰し，

大きな t値と０．９５前後の決定係数を得ている。

しかし青森県の保険者データでは，t値は有意

なものの決定係数は０．５を下回り，施設定員が

施設給付費の供給制約となっているとはいえな

い。保険者（市町村）レベルの分析では，保険

者によって規模も大きく異なり，また被保険者

が他の市町村の施設に入居する一方で，市町村

内の施設も他の市町村から要介護者を受け入れ

ているため，当該保険者の区域内の施設定員と

被保険者の施設利用額との関係は緩やかなもの

にならざるを得ない。保険者データを用いる際

の難しさのひとつである。

次に，通所系サービスと施設との関係を検討

する。先に圏域別では，老人保健施設の利用が

多い八戸圏域や上十三圏域では通所介護，通所

リハビリの利用が多く，一方下北圏域では老人

保健施設と通所リハビリの利用が少ないことを

みた。そこで，６７の保険者を対象に，通所介護

と通所リハビリの１人当り給付水準が施設の供

給とどのような関係にあるか回帰分析を行った。

施設の供給を表す説明変数として，第１号被保

険者１００人あたりの施設数と第１号被保険者１００

人あたりの施設ベッド数（施設定員率）をとっ

た。施設としては，通所介護については老人福

祉施設を，また通所リハビリは医療機関や老人

健康施設によって提供されているので，老人健

康施設を用いた。なお説明変数には認定率も加

えて回帰を行った。

結果は表６に示される。回帰式の（１）と（３）は施

設数を説明変数とした場合，（２）と（４）は定員率を

説明変数とした場合の結果である。まず通所介

護については，老人福祉施設数を説明変数とし

た（１）式では，正の符号を取るとともに，認定率

とともに有意であった。定員率の係数は正の符

号であるが，t値がやや小さくなるが，これは

施設の規模は通所介護の給付との関係が薄いこ

とを示唆している。

一方，通所リハビリについては，施設として

老人保健施設を取り上げた。この場合も，施設

数と定員率のいずれも係数は有意で符号も正で

あり，施設数，施設定員数が増加すると居宅サ

ービスである通所リハビリが増加するという関

係が確かめられた。いずれの式も決定係数が低

いのは，通所介護や通所リハビリを提供する事

業所の中に老人福祉施設や老人保健施設に併設

されていない事業所が数多くあること示してい

る９）。また老人福祉施設と老人保健施設を比較

すると，施設の増加が通所系居宅サービスに与

えるインパクトは，老人保健施設の方が１．５倍

程度大きい。保険者データの分析を通して，青

森県の１人当たり施設給付は全国平均をやや上

回る程度であるけれども，施設の中でとくに老

人保健施設が多いことが通所系居宅サービスを

増加させ，介護給付全体を押し上げているとい

うことがいえる。さらにこの代替関係がどのよ

うな要因によってもたらされているか，検討が

必要である。

８）田近・菊池（２００３），田近・油井（２００３b）参照。
９）説明変数に医師数や病院等の病床数を加えてみたが，有意ではなかった。
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Ⅴ．高齢者医療と介護

最後に，高齢者医療と介護給付との関係を検

討する。介護保険導入の目的のひとつは，病院

に長期入院をしていた高齢者が介護保険を利用

して施設でケアを受けることによって，高齢者

の医療・介護全体としての費用を削減すること

であった。しかし，都道府県単位のデータでは，

高齢者の１人当たり入院診療費と介護施設の１

人当たり給付費の関係を見ると，正の相関を持

っていることが知られている。

一方，高齢者医療と介護との関係を保険者デ

ータによって検討したものに，前田（２００２），

池田（２００４）がある。しかし，前田（２２０２）は

福岡県の分析から，市町村単位の老人医療費は

年々大きく変動するために，保険者（市町村）

単位での分析は困難としている。池田（２００４）

はこの点を解決するため，全国の高齢者人口

５０００人以上の保険者のみを対象とし，入院費と

施設費の合計額で上位５０保険者と下位５０保険者

について入院費と施設費の相関を見ている。そ

の結果，施設費と入院費には負の相関があり，

高齢者の施設入所と病院入院は代替関係にある

と述べている。また菅原琢磨他（２００５）では，

被保険者のレセプトデータを用いて高齢者医療

費（老人保健支出額）と介護保険利用額との関

係を分析し，老人保健支出額（入院）と介護保

険利用額（施設）との間に代替関係が存在する

ことを明らかにしている。

以下では青森県の保険者データによって高齢

者医療費と介護給付との関係を検討するが，高

齢者医療には老人保健の１人当たり入院診療費

を，また介護給付費には第１号被保険者１人当

たり施設給付費をとる。老人保健の対象者は

２００２年１０月から毎年１歳ずつ引き上げら

れ，２００３年度１０月からは７２歳である。他方介護

保険の第１号被保険者は６５歳以上で，対象者が

異なるが，他に利用できるデータがないため，

表６ 通所系サービスと施設供給：回帰分析の結果

回帰式 被説明変数 定数項 認定率
第１号被保険者
１００人当たり
老人福祉施設数

老人福祉施設
定員率

第１号被保険者
１００人当たり
老人保健施設数

老人保健施設
定員率

R２

（１）
１人当り通所
介護給付額

－８６２５．９
－０．７３

２２１７．６
３．４３＊＊

１３３０７６．０
２．６２＊

０．１８９

（２）
１人当り通所
介護給付額

－５０４８．４
－０．４３

２０４３．３
３．１０＊＊

２５９８．７
１．９４

０．１５３

（３）
１人当り通所
リハビリ給付額

－１３５４６
－１．４０

１３９３．８
２．５５＊

２０３２８１．０
３．２８＊＊

０．１９４

（４）
１人当り通所
リハビリ給付額

－１１７８０
－１．２１

１２９７．３
２．３４＊

２４４６．４
３．１０＊＊

０．１２１

出所）青森県資料より筆者作成。
注１）施設定員率は，第１号被保険者１００人当たりの各施設のベッド数である。
注２）各係数の下段は t値で，＊＊は１％水準で有意，＊は５％水準で有意なことを示す。また R２は自由度調整済
み決定係数である。

注３）２００３年度データで，サンプル数は６７。
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これらを利用する。

図４は，１人当たり老人保健診療費（入院）

と１人当たり介護施設給付費の分布を示してい

る。これから負の相関が存在することが読める。

ただ，高齢者医療費は大きく変動することがあ

り，２００３年度にも図に示したように異常値が存

在する。回帰分析では，保険者の規模を被保険

者５０００人以上に限定すると，青森県では６市５

町しか該当しないため，異常値を除いた全保険

者を対象に回帰分析を行った。

結果は表７に示してある。表７の回帰式（１）は

都道府県データによる分析結果であり，医療（入

院）と介護（施設）の間には正の相関があるこ

とを示している。この背後には，入院医療費が

医師数や病床数と強い相関を持っているととも

に，介護施設を医療機関（の経営者）が開設す

る事例が多いため，介護施設のベッド数が病床

数とも強い正の相関をもっていることを反映し

ていると考えられる。

表７の回帰式（２）から（４）は青森県のデータによ

る分析結果である。説明変数は，施設サービス

の利用状況を表す変数として，第１号被保険者

１人当たり施設給付額と第１号被保険者に占め

る介護施設利用者の比率（施設受益率）をとっ

た。また，圏域別の人口１０万人当たり医師数を

加えた場合も計測した。説明変数が施設給付費

の場合も施設受給率の場合も，いずれも係数は

マイナスの符号で有意である。また，医師数を

加えると，これらの説明変数の回帰係数の絶対

値は少し低下するが，依然として有意であり，

決定係数は改善される。２００２年度についても，

異常値の１サンプルを除いて同様な分析を行っ

たが，説明変数が施設給付費，施設受給率いず

れの場合も，係数はマイナスの符号で有意であ

った。したがって，介護施設給付と高齢者の入

院診療費には代替関係があることがわかる。も

ちろん，この結果は青森県の保険者に対するも

のであって，これが全国的に成立するかどうか

は分析対象を拡大して検討する必要があるが，

都道府県データによる分析とは異なる結果が得

られたことは注意に値すると思われる。ただ，

この代替関係がどのような要因でもたらされた

のか，注意深い分析が必要とされる。

図４ １人当たり老人保健診療費（入院）と施設給付費：青森県下の市町村

出所）国民健康保険中央会『国民健康保険の実態』
注）２００３年度。
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Ⅵ．むすび

本稿の目的は保険者データを用いて介護保険

の実態について検討を行うことである。従来の

介護保険の分析は都道府県単位に集約されたデ

ータを用いて行われており，市町村単位の保険

者データに基づく分析がきわめて少ない点を補

うことをねらいとしている。そこで本稿では，

高齢者１人当たり介護給付費（とくに居宅給付

費）が全国でも高いことで知られる青森県下の

保険者を対象に，次の３つの課題を取り上げ，

検討を行った。

第１の課題は，同一県内における地域差の実

態の把握である。これを行うに当っては，医療

・介護の基盤整備の単位とされる２次保健医療

圏ごとの地域差もあわせて検討した。その結果，

全県を一括したときの保険者間の格差ととも

に，２次保健医療圏間にも大きな地域差が存在

することが示された。国民健康保険や政管健保

では都道府県単位での集約化が検討されている

が，介護保険の保険者を集約化するときには，

現段階では全県を一まとめにするよりも，２次

保健医療圏を単位とする方が給付と負担との対

応をつけ易いことを示唆している。

第２の課題は，居宅サービスと施設との関係

の検討である。まず，居宅サービス，施設サー

ビスのそれぞれについて，その内訳別にサービ

ス利用に大きな地域的な差異があることを確認

した。次いで，居宅サービスと施設との関係，

すなわち，施設整備の抑制が「満たされない需

表７ 高齢者医療費と施設介護給付費：回帰分析の結果

回帰式 被説明変数 定数項
第１号被保険者
１人当り施設介護

給付費

第１号被保険者
１００人当り
施設受益者数

圏域別人口１０万人
当たり医師数

R２

（１）
１人当り入院診療費
（都道府県）

１３９，５８８
４．６３＊＊

１．４４９
６．７３＊＊

０．４９１

（２）
１人当り入院診療費

（青森県）
３７５，６４４
１４．１０＊＊

－０．６３１
‐３．３３＊＊

０．１３４

（３）
１人当り入院診療費

（青森県）
３１６，２１２
１０．４３＊＊

－０．５２９
－２．９６＊＊

３０４．０
３．３８＊＊

０．２５６

（４）
１人当り入院診療費

（青森県）
２７，３２６
１３．０５＊＊

－１７９１９
‐２．５４＊＊

０．０７７

（５）
１人当り入院診療費

（青森県）
３０２，５６３
１０．５５＊＊

－１７０２０
－２．６５＊＊

３４０．３
３．７９＊＊

０．２３７

出所）都道府県データは，国民健康保険中央会『国民健康保険の実態』および厚生労働省「平成１５年度介護
保険事業報告」を用いた。また青森県については，『国民健康保険の実態』と青森県資料より筆者作成。

注１）高齢者１人当たり医療費には，『国民健康保険の実態』（国民健康保険中央会）から老人保健の１人当
たり診療費（入院）をとった。

注２）各係数の下段は t値で，＊＊は１％水準で有意，＊は５％水準で有意なことを示す。また R２は自由度
調整済み決定係数である。

注３）２００３年度データで，青森県のサンプル数は，異常値を１サンプル除いた６６。
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要」を生み，それがグループホームや介護付き

有料老人ホームなどの「民間の施設」に入居し

て居宅サービスを利用することを促進している

こと，また，他方で，介護施設の多い地域では，

介護施設が付随的に提供する通所系サービスに

対する需要を誘発していることを検討した。こ

れらは，都道府県データの分析によって明らか

にされているが，こうした現象が保険者データ

によっても確認できるのかを分析した。

検討の結果，第１の関係については，保険者

の区域内の施設定員と施設利用者数とが一致し

ないという，保険者単位で分析を行う場合の固

有の問題があり，明確な結果を得ることができ

なかった。次に，通所系サービスと施設との関

係については，通所介護と通所リハビリの１人

当り給付水準が施設の供給とどのような関係に

あるか回帰分析を行った。施設の供給を表す説

明変数として，第１号被保険者１００人あたりの

施設数と第１号被保険者１００人あたりの施設ベ

ッド数（施設定員率）をとった。通所介護に対

する施設は老人福祉施設を，また通所リハビリ

については老人健康施設を用いた。なお説明変

数には認定率も加えて回帰を行った。結果は，

通所介護，通所リハビリのいずれの給付額に対

して，施設数の回帰係数は正の符号を取るとと

もに，認定率とともに有意であった。定員率を

説明変数にとった場合，通所介護に対しては定

員率は有意ではなくなったが，通所リハビリで

は施設数の場合と同様に有意であった。

老人福祉施設と老人保健施設のいずれも施設

の増加は通所系サービスを増加させることが示

されたが，施設の増加が通所系居宅サービスに

与えるインパクトは，老人保健施設の方が１．５

倍程度大きいことが示された。保険者データの

分析を通して，青森県の１人当たり施設給付は

全国平均をやや上回る程度であるけれども，施

設の中でとくに老人保健施設が多いことが通所

系居宅サービスを増加させ，介護給付全体を押

し上げているということがいえる。

第３の課題は，高齢者医療費と介護費用との

関係の検討である。介護保険導入の大きな目的

のひとつである社会的入院の是正であるが，都

道府県データによる分析では高齢者医療費（と

くに入院診療費）と介護給付（とくに施設サー

ビス）は正の相関を示している。本稿では，被

説明変数として老人保健の１人当たり入院診療

費をとり，他方，説明変数には施設サービスの

利用状況を表す変数として，第１号被保険者１

人当たり施設給付額と第１号被保険者に占める

介護施設利用者の比率（施設受益率）をとった。

また，圏域別の人口１０万人当たり医師数を加え

た場合も計測した。計測により，説明変数が施

設給付費の場合も施設受給率の場合も，いずれ

も係数はマイナスの符号で有意であるという結

果を得ることができた。また，説明変数に医師

数を加えても，これらの説明変数の回帰係数は

依然として有意であり，決定係数は改善される。

したがって，介護施設給付と高齢者の入院診療

費には代替関係があることがわかる。

本稿で得られた結果の多くは，都道府県デー

タによる分析結果に一致している。ただし，そ

れらも青森県の保険者に対するものであって，

これが全国的に成立するかどうかは分析対象を

拡大して検討する必要がある。とくに，高齢者

医療と介護との関係については，都道府県デー

タによる分析とは異なる結果が得られたことは

注意に値すると思われる。高齢者医療費と介護

給付費との関係の分析は重要な課題であり，分

析対象の拡大と分析方法の精緻化を進める必要

がある。
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